










刑集 26 巻 9 号 586 頁）といわゆる薬事法事件














Abstract: This paper deals with purposes of  the Public Bath Act  (1948). This Act  requires a 































大判昭 30・1・26 刑集 9 巻 1 号 89 頁，最二判
平元・1・20 刑集 43 巻 1 号 1 頁，最三判平元・
















































この「業」の解釈について，昭和 24 年 10 月










































































れる．例えば，昭和 43 年 04 月 25 日環衛発第









































昭和 25 年 05 月 26 日発衛第 1089 号は，改正

































































































































































第 2条の 2第 1項（配置の基準）は，既設の「普
通浴場」と「設置しようとする公衆浴場」間の
最短直線距離を原則基準にしている．その上で，











条の 3第 2 号は，「その他の浴場」（ただし，家
族風呂は除かれている．）というだけでは適用
除外にならず，「浴場の入浴料金が物価統制令






















業の運営の適正化に関する法律（昭和 32 年 6
月 3 日法律第 164 号 ）によっても採用されて
いる．


















































先に見たように，昭和 25 年 05 月 26 日発衛

























定は組み込まれていない．昭和 25 年 07 月衛発
第 574 号は，適正配置規制では利用者の利用上
の便宜と浴場経営の健全化を図るべきことを要










3 月 3 日勅令第 118 号）による統制額の指定以
前にも，価格等統制令（昭和 14 年 10 月 18 日
勅令 703 号）第 7条により浴場営業最高入浴料
金が指定されていた．例えば，昭和 20 年 03 月
30 日宮城県告示第 120 号．〔注 10〕そして，昭
和 21 年 4 月 25 日宮城県告示第 148 号は，物価
統制令第 4条によって大蔵大臣により浴場入浴
料金の統制額が指定されることになったことを






たが，昭和 27 年 7 月 31 日に経済安定本部の下
での物価統制令実施システムが廃止された．そ
して，公衆浴場料金の統制額については，昭和




務の一つに加えられ，昭和 28 年 2 月 7 日厚生
省告示第 35 号，昭和 30 年 3 月 1 日厚生省告示
第 58 号等によって，公衆浴場入浴料金の統制
額表と全国に亘る適用地区表が示された．






























料金の統制額の指定について」（昭和 38 年 08



































のための特別措置に関する法律（昭和 56 年 6
























の要件としたが，この規制は，昭和 25 年 07 月












































21 年 3 月 3 日勅令第 118 号）により最高統制






















































浴場法一部改正法律（昭和 39 年 06 月 30 日法






















































成 6年 3月宮城県条例第 15 号）第 5条は隣接
浴場との距離を基準としている．




注 11）宮城県告示第 148 号
　　     浴場入浴料金ノ統制額大蔵大臣ニ於テ左ノ通
指定セラレタリ……















額の指定について」（昭和 48 年 11 月 14 日環
衛第 233 号）で示されている．
( )
2013 年 11 月 29 日受付
2014 年 １月 21 日受理
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